予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名  新産官共同ＩｏＴ化実証事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部 新産業・エネルギー振興課 ＩＴものづくり係
電話番号:058-272-1111（内3111）E-mail： c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　45,000千円（前年予算額：　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	45,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	45,000

	決定額
	45,000
	22,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	22,500


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　岐阜県は、製造業が県内総生産や従業者数の約４分の１を占め、全国と比較しても製造業の割合が高い「ものづくり県」である。製造業の約９９％が中小企業であり、それら中小製造業者は現在、海外の廉価品との価格競争や差別化、技術革新に即した高付加価値商品開発、生産性向上などに対する課題に直面している。こうした課題を解決する有用な手段として、ＩｏＴの活用が期待されている。また、製造業以外の業種においても、ＩｏＴの活用により、新たな価値創造による売上拡大が期待されている。
◆本事業の必要性
世界的に「第４次産業革命」の潮流が広がる中、国も成長戦略の重点政策に位置付け、ＩｏＴやビッグデータ、人工知能（ＡＩ）時代に対応した技術開発や利活用を促進するプロジェクト等を実施している。

ＩｏＴ導入による生産性向上や質の高い製品開発、新たな価値創造が期待される一方、実際の効果が明らかでないことから、県内企業においては積極的な導入に至っていない。そこで、県試験研究機関と県内企業・ＩＴ企業とがコンソーシアムを組み、ＩｏＴ化の研究成果の実用化の現場実証を実施し、その成果・成功事例を公開することで、県内におけるＩｏＴ技術の普及を加速化させ、県内中小企業の更なる競争力強化を図る。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
(千円)
	事業内容の詳細

	委託費
	45,000
	ＩｏＴの研究成果の実証

	合計
	45,000
	


	　決定額の考え方
　地方創生推進交付金を充当します。



４　参考事項
（１）国の状況

政府は多くの経済政策のなかでIoT活用による産業力強化策を閣議決定。

　・2016年度版「ものづくり白書」

　　・まち・ひと・しごと創生基本方針2016

　　　・新産業構造ビジョン（中間報告）

　　　・日本再興戦略2016　　など
（２）事業主体及びその妥当性
県事業で実施

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	ＩｏＴの核の一つであるセンシングにおいて、県が持つセンシング技術を活用したデータの収集・蓄積・分析により中小企業における生産性向上や付加価値向上などを目指す県の研究成果を実用化させる。
初年度における機器等のＩｏＴ化完了後は、本事業で構築した実証データの収集・分析を行うとともに、実証現場への視察・研修の受入れや報告会・セミナーの開催を通じて、研究成果の県内企業への横展開・浸透を図る。




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	研究成果の実用化の現場実証実施企業
	-
（H28）
	
	
	
	２社
（H29）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）
	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	ＩｏＴを導入することにより、製造現場等での生産性向上や質の高い製品開発が期待されている一方、実際の効果が明らかでないことから、本県の中小事業者においては積極的な導入に至っていない。そこで、県内中小事業者へ横展開できる研究成果の実用化について現場実証を行い、その成果・事例を公開することで、中小事業者等へのＩＴ活用やＩｏＴ導入を促進する取り組みを積極的に展開する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	


（次年度の方向性）
	・ＩｏＴ化の実証事業において、データ収集・分析を行うとともに、報告会・セミナーや視察の開催を通じて、成果を県内企業へ公開し、横展開を図る。


